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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第３四半期連結
累計期間

第61期
第３四半期連結
累計期間

第60期

会計期間

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　12月31日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　12月31日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （千円） 21,865,902 22,189,894 33,029,001

経常利益又は経常損失（△） （千円） △55,337 212,615 321,019

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）
（千円） △43,671 145,567 291,224

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △48,255 221,003 290,234

純資産額 （千円） 4,834,446 5,287,174 5,121,381

総資産額 （千円） 19,395,596 18,530,595 20,304,760

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △3.99 13.29 26.58

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 24.9 28.5 25.2

 

回次
第60期

第３四半期連結
会計期間

第61期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成25年
　10月１日
至平成25年
　12月31日

自平成26年
　10月１日
至平成26年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 6.26 14.18

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第60期第３四半期連結累計期間において１

株当たり四半期純損失が計上されており、また、第60期連結会計年度及び第61期第３四半期連結累計期間にお

いて潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）

が判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策、日銀の追加金融緩和政策等による企業収

益や雇用情勢、株式市況の改善などに支えられた一方、消費税率引上げに伴い個人消費が低迷していることや、

急激な円安の進行により輸入原材料と国内市場に依存する企業の収益が悪化し始めるなど、着実な好循環を実現

できない状況が続き、足踏感を強めています。

　当社グループが中核事業としている建設業界におきましては、技術者・技能者の不足及び資機材価格の上昇懸

念は解消されず、収益環境は楽観を許さない状況が続いています。

　このような環境下にあって、当社グループの連結業績は、売上高につきましては22,189百万円（前年同四半期

比1.5％増）となりました。損益面では、徹底した品質管理・工程管理・原価管理に注力した結果、営業利益113

百万円（前年同四半期は107百万円の営業損失）、経常利益212百万円（前年同四半期は55百万円の経常損失）、

四半期純利益145百万円（前年同四半期は43百万円の四半期純損失）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

　（建築事業）

　完成工事高は17,190百万円（前年同四半期比7.2％増）、営業利益は898百万円（前年同四半期比122.7％

増）となりました。

　（土木事業）

　完成工事高は4,577百万円（前年同四半期比17.8％減）、営業利益は151百万円（前年同四半期比41.5％減）

となりました。

　（不動産事業）

　不動産事業の売上高は269百万円（前年同四半期比187.5％増）、営業利益は9百万円（前年同四半期比

380.3％増）となりました。

　（その他）

　その他の事業は売上高が151百万円（前年同四半期比5.6％減）、営業損失は15百万円（前年同四半期は15百

万円の営業損失）となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は20百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,300,000 同左

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 11,300,000 同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年10月１日

～

平成26年12月31日

－ 11,300,000 － 1,712,500 － 1,341,130

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   347,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,930,000 10,930 －

単元未満株式 普通株式    23,000 － －

発行済株式総数 11,300,000 － －

総株主の議決権 － 10,930 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数」及び「議決権の数」には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ

6,000株及び6個含まれております。

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社守谷商会
長野市南千歳町878番

地
347,000 － 347,000 3.07

計 － 347,000 － 347,000 3.07

 （注）当第３四半期会計期間末日現在の保有自己株式数は、347,849株であります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社　守谷商会(E00251)

四半期報告書

 6/15



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 4,850,686 3,557,086

受取手形・完成工事未収入金等 8,066,072 6,386,578

販売用不動産 104,225 104,225

未成工事支出金 263,158 415,389

不動産事業支出金 686,459 1,884,710

その他 517,862 132,575

貸倒引当金 △726 △457

流動資産合計 14,487,739 12,480,107

固定資産   

有形固定資産   

土地 2,522,560 2,522,560

その他 1,400,695 1,370,780

有形固定資産合計 3,923,256 3,893,341

無形固定資産 32,986 31,998

投資その他の資産   

その他 2,086,469 2,350,772

貸倒引当金 △225,690 △225,624

投資その他の資産合計 1,860,778 2,125,148

固定資産合計 5,817,021 6,050,488

資産合計 20,304,760 18,530,595

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金 8,982,056 6,351,159

短期借入金 2,200,000 3,100,000

1年内返済予定の長期借入金 100,080 100,080

未払法人税等 71,932 58,014

未成工事受入金 1,112,247 1,227,541

不動産事業受入金 － 100,991

賞与引当金 65,573 17,303

完成工事補償引当金 47,816 50,339

その他 523,196 304,596

流動負債合計 13,102,902 11,310,026

固定負債   

長期借入金 174,900 99,840

退職給付に係る負債 774,452 796,410

入会保証預り金 830,200 776,750

その他 300,923 260,393

固定負債合計 2,080,476 1,933,394

負債合計 15,183,378 13,243,420
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,712,500 1,712,500

資本剰余金 1,341,130 1,341,130

利益剰余金 2,100,489 2,191,287

自己株式 △43,855 △44,295

株主資本合計 5,110,264 5,200,622

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 62,671 121,342

退職給付に係る調整累計額 △51,554 △34,789

その他の包括利益累計額合計 11,116 86,552

純資産合計 5,121,381 5,287,174

負債純資産合計 20,304,760 18,530,595

 

EDINET提出書類

株式会社　守谷商会(E00251)

四半期報告書

 8/15



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 21,865,902 22,189,894

売上原価 20,761,796 20,674,249

売上総利益 1,104,106 1,515,644

販売費及び一般管理費 1,211,260 1,402,173

営業利益又は営業損失（△） △107,154 113,471

営業外収益   

受取利息 580 643

受取配当金 18,695 32,467

受取賃貸料 19,160 19,611

入会保証預り金償還益 15,470 32,040

複合金融商品評価益 9,546 37,610

その他 15,148 11,584

営業外収益合計 78,602 133,957

営業外費用   

支払利息 23,971 34,430

その他 2,813 382

営業外費用合計 26,784 34,812

経常利益又は経常損失（△） △55,337 212,615

特別利益   

投資有価証券売却益 42,031 9,267

特別利益合計 42,031 9,267

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△13,305 221,882

法人税、住民税及び事業税 28,969 75,843

法人税等調整額 1,397 471

法人税等合計 30,366 76,314

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
△43,671 145,567

四半期純利益又は四半期純損失（△） △43,671 145,567
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
△43,671 145,567

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △4,583 58,670

退職給付に係る調整額 － 16,764

その他の包括利益合計 △4,583 75,435

四半期包括利益 △48,255 221,003

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △48,255 221,003

少数株主に係る四半期包括利益 － －

 

EDINET提出書類

株式会社　守谷商会(E00251)

四半期報告書

10/15



【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割

引率の決定方法を、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を

使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っておりま

す。

　この結果、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更による四半期連結財務諸表に与える影響額はありま

せん。

 

（四半期連結貸借対照表）

受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 12,273千円 1,893千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

減価償却費 81,591千円 84,722千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 43,815 4.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日

定時株主総会
普通株式 54,769 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 建築事業 土木事業 不動産事業 計

売上高        

外部顧客への

売上高
16,040,032 5,571,131 93,855 21,705,019 160,883 － 21,865,902

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

1,121 109,584 － 110,705 － △110,705 －

計 16,041,154 5,680,715 93,855 21,815,725 160,883 △110,705 21,865,902

セグメント利益

又は損失（△）
403,588 258,708 2,068 664,365 △15,260 △756,259 △107,154

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ゴルフ事業であります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△756,259千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 建築事業 土木事業 不動産事業 計

売上高        

外部顧客への

売上高
17,190,596 4,577,604 269,854 22,038,055 151,838 － 22,189,894

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

940 240,827 － 241,767 － △241,767 －

計 17,191,537 4,818,431 269,854 22,279,823 151,838 △241,767 22,189,894

セグメント利益

又は損失（△）
898,632 151,357 9,933 1,059,923 △15,585 △930,866 113,471

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ゴルフ事業であります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△930,866千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△3円99銭 13円29銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
△43,671 145,567

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
△43,671 145,567

普通株式の期中平均株式数（株） 10,953,984 10,953,204

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失金

額であり、また潜在株式が存在しないため、当第３四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月４日

株式会社守谷商会

取締役会　　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 白　井　　　正　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小　松　　　聡　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社守谷

商会の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２６年１０月

１日から平成２６年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年１２月３１日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社守谷商会及び連結子会社の平成２６年１２月３１日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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